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お世話になっております。
社会民主党全国連合政策審議会の と申します。
先日は、特定⽣殖補助医療法案の問題点につきまして、大変詳細にご説明いただきありがとう
ございました。
 
さて、貴団体よりいただいた質問書へ下記の通り回答を送付いたします。
この度は回答が遅くなり大変申し訳ございません。
 
1, 現法案では、子どもの出自を知る権利が十分に担保されておらず、特定生殖補助医療法の当
初の目的が達成されていないのではないか。
 
【回答】
現法案に基づく特定生殖補助医療によって出生した子どもが開示できるドナー情報について、
身長・血液型・年齢等ドナー提供者の個人が特定されない情報のみであり、子どもが出自を知
る権利を十分に保障できておりません。また、これらの情報を子どもが知ることができるのは
子どもが成人してからであり、さらにはドナー提供者の同意も必要です。
子どもの「出自を知る権利」は、日本も批准している子どもの権利条約7条に明記されていま
す。現法案の趣旨でも「出生した子が自らの出自に関する情報を知ることに資する制度」として
いますが、現法案の内容では目的を達成しているとは考えられません。
 
 
2, 同性カップルや選択的シングルの人々について、法的婚姻状態にないことを理由に特定生殖
補助医療から排除することは、違憲の疑いがないか。
 
【回答】
特定生殖補助医療を法的に婚姻関係のある夫婦のみにしか認めない現行法案は、「幸福追求
権」を保障する憲法13条や法の下の平等を定めた憲法14条1項に反すると考えます。
 
 
3, 国外犯規定を含む厳重な刑事罰を設けることは過剰ではないか。
 
【回答】
特定生殖補助医療の対象者を法的婚姻関係のある夫婦以外を排除するどころか、罰則規定まで
設けることは慎重に検討するべきだと考えます。
また、法的婚姻関係が無い家庭で既に出生している子どもたちや、現行法案の成立後に同様の
家庭で出生した子どもたちが、自分たちは法的に認められていない状態で生まれた存在だと罪
の意識を負わせることにもなりかねません。
刑事罰を設けることは慎重に検討するべきだと考えます。
 
 
以上です。何卒よろしくお願いします。
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